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土壌・底質・廃棄物等に関する 
「道路環境影響評価の技術手法」の改定の背景 

品川俊介＊ 宮武裕昭＊＊ 阿南修司＊＊＊ 
 

1．はじめに 1 

 道路事業において環境影響評価を実施する場合

の一般的手法を示した「道路環境影響評価の技術

手法」（以下、「技術手法」という）は、環境影響

評価法が施行された平成12年に初版を整備し、

その後平成19年に主務省令の改正を機に全面的

な改定を行った。さらに、平成25年4月の改正環

境影響評価法の施行にあわせて再び全面的な改定

を行ったところである。 
 本稿では、建設発生土や廃棄物の排出に関わる

環境影響評価項目である「土壌」、「底質」、「廃棄

物等」を取り巻く法制度、マニュアル類の整備状

況を概観する。次に技術手法のうち「土壌」・「底

質」・「廃棄物等」の各項目について、主な改定内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

──────────────────────── 
Background of Revise ‘Soil’, ‘Sediment’ and ‘Waste’ of the 
Environmental Impact Assessment Technique for Road 
Project  

容とその背景を解説する。なお、全項目にわたっ

て「計画段階配慮事項」に関する改訂が実施され

ているが、その内容については本誌別稿 1)を参照

されたい。 

2．建設発生土・廃棄物を取り巻く状況 

 「土壌」、「底質」、「廃棄物」は、建設発生土や

廃棄物の排出に係る環境影響評価を行う項目であ

るが、建設発生土と廃棄物は、明確に分けられな

い場合がある。たとえば、廃棄物と土砂が混合し

た状態（廃棄物混じり土）や、建設汚泥のように

利用価値や市場価値の有無により、最終的に廃棄

物でなくなる場合がある。  
建設発生土や廃棄物の分類と、陸上での利用、

処分の場合に関係する主な法令およびマニュアル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-1 建設工事で発生する建設発生土・廃棄物に関する主な法令、マニュアル類  

陸上での利用、処分を想定したもの。「●赤字」は関連する法令、「・黒字」は関連するマニュアル類を示す。  

特集：道路事業における環境保全を支える環境影響評価技術 
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類を図-1に示す。これらは、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律（以下「廃棄物処理法」という）、

ダイオキシン類対策特別措置法および建設汚泥に

関するマニュアル類を除き、技術指針の初版が刊

行された平成12年時点では未整備であったが、

その後建設発生土や廃棄物の取り扱いのルール化

が進められている。 
なおこのほか、建設発生土の利用に関して、

「発生土利用基準について」および「建設発生土

利用技術マニュアル（第3版）」などがある。 

3．「土壌」 

3.1 主な改定内容 
 「土壌」の主な改訂内容は以下の通りである。 

①冒頭および項目の選定において、法令・マ

ニュアル類に基づき対応する場合は、環境影響評

価よりも詳細な検討と具体的な環境影響の回避・

低減のための対応を行うこととなることから、環

境影響評価の項目として本項目の選定の必要がな

いとした。同様に②調査の手法および予測の手法

において、掘削した汚染土壌等を法令・マニュア

ルに基づき対策する場合は、環境影響評価の段階

での調査・予測の必要がないこととした。 
③地域特性の把握において、「その他の状況」

の項目に自然由来の重金属等に関する内容を加え

「有害物質に係る土地利用の状況」と名称を変更

した。 
また、④項目の選定において、通常の掘削に伴

う地下水質の変化は軽微と考えられることから、

項目の選定時にこれを考慮できることとした。 
このほか、⑤法令・マニュアル類の追加や改訂

を反映させた。 
3.2 法制度の制定・変更やマニュアル類の整備 
 技術手法の初版が刊行された後、平成15年2月
に土壌汚染対策法が施行され、関連するマニュア

ル類が整備された。建設工事において、同法の対

象外の基準値超過土に遭遇する事例が多く、対応

の契機も限定されていることから、建設工事での

土壌汚染対策に関して、平成15年7月に「建設工

事で遭遇する地盤汚染対応マニュアル（暫定版）」

（平成24年に改訂）が刊行された。その後、平成

17年に「建設工事で遭遇するダイオキシン類汚

染土壌対策マニュアル（暫定版）」、平成21年に

「建設工事で遭遇する廃棄物混じり土対応マニュ

アル」が関連するマニュアルとして刊行された。 
 また平成16年に、廃棄物処理法が改正され、

廃棄物処分場跡地を法の下に管理し、形質変更方

法を法令で規定した。それに関連して、平成17
年に「最終処分場跡地形質変更に係る施行ガイド

ライン」が策定された。同法およびガイドライン

の対象外の廃棄物処分場や不法投棄箇所に関する

対応については「建設工事で遭遇する廃棄物混じ

り土対応マニュアル」や平成19年に策定された

「不適正処分場における土壌汚染防止対策マニュ

アル（案）」などがある。  
土壌汚染対策法については、平成22年4月に改

正法が施行され、それまで人為的な汚染を対象と

して自然由来の重金属等を対象外としていたもの

を自然由来の重金属等により土壌汚染対策法の基

準に適合しない土壌も法の対象とするよう運用が

変更された。 
ただし、改正後の土壌汚染対策法においても対

象は「土壌」であり、固結した岩盤（岩石）は対

象外である。 
一方、同法の施行を一つの契機として、建設発

生土の取引の場において品質評価の必要から、岩

石の掘削ずり中に含まれる自然由来の重金属等に

ついて、同法の方法に準じて建設発生土の評価が

行われる事例が増えてきた。しかしながら岩石か

らの重金属等の溶出について、評価方法は定めら

れたものがないなど問題が多いことから、平成

22年3月に「建設工事における自然由来岩石・土

壌への対応マニュアル（暫定版）」が策定された。  
このように、近年、土壌に関連する法令・マ

ニュアル類の整備が進んでいることから、建設工

事においてはこれらに基づいて、あるいはこれら

を参考にして対処することが一般的になっている。 

4．「底質」 

4.1 主な改定内容 
 「底質」の主な改正内容は、①項目の選定にお

いて、掘削した底質を陸上に埋立て等を行う場合

には、「土壌」の項目を合わせて選定することと

し、②関係する基準類を最新のものに改めたもの

である。 
4.2 底質および土壌の基準の相違と土壌汚染対策

法の運用 
 有害物質を含む底質（水底土砂）については、
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水質汚濁や魚介類汚染等を想定した基準（底質の

暫定除去基準 2)）および廃棄物の海洋投入処分の

基準（水底土砂に係る判定基準3)）（表-1）が定め

られている。技術手法ではこれらの基準を満足し

ない底質を「汚染底質」として、掘削に伴う水質

汚濁に関して評価の対象としている。また、「底

質の処理・処分等に関する指針 4)」では、「除去

底質の搬出先において、周辺環境に対策対象物質

による汚染を拡散させることのないよう除去底質

からの汚染の除去又は適正な処分を行うこと」と

されているが、除去対策対象物質は水銀、PCB
（底質の暫定除去基準 2)による）およびダイオキ

シン類（底質の環境基準5)による）のみである。 
掘削した底質は土壌汚染対策法の規制を受けな

いが、「汚染底質」でない通常の水底土砂であっ

ても土壌汚染対策法の基準値を満足しないものが

含まれる可能性がある。土壌汚染対策法の基準

（土壌溶出量基準 6)、土壌含有量基準 7)）（表 -1）
は底質の基準と異なり、またその測定方法も異な

る。そのため、掘削した底質を陸上に埋立処分を

行う場合、将来、再掘削などに際して土壌汚染対

策法の規制の対象になり、事業の円滑な推進が妨

げられる要因になり得る。そのため、底質を陸上

で処理する場合には、土壌の基準も合わせて考慮

する必要がある。 

5．「廃棄物等」 

5.1 主な改定内容 
 「廃棄物等」の主な改定内容は、①近年の取組

みにより再資源化率等が高まっている現状につい

て冒頭で記し、②環境保全措置の検討において、

一般に事後調査の必要性がない旨、記述を改め、

③マニュアル類などの参考図書を最新のものに改

めたものである。 
5.2 技術手法刊行後の建設副産物を巡る状況の変化 

技術手法の初版が刊行された後、平成14年5月
に「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法

律」（以下、「建設リサイクル法」という）が施行

され、廃棄物等の適切な処理及び再資源化を図る

ことが義務づけられた。現状において、コンク

リート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設

発生木材については、再資源化等率が高く（表 -
2）、事業実施段階で適正に処理している場合が

ほとんどであると考えられる。このような現状か

ら、廃棄物等に関する環境影響評価が必要な場合

は限定されると考えられる。また、建設工事で発 
 

表-1 底質、土壌に関する有害物質の基準値  

特定有害 

物質の種類*1 

底質  底質 ,土壌  土壌 

廃掃法*2 

水底土砂

に係る判

定基準 

（mg/ｌ） 

海防法*3 

底質の暫定

除去基準 

（mg/kg） 

 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類

対策特別措

置法 

環境基準  

(pg-TEQ/g) 

土壌汚染対

策法 別表第

三 

土壌溶出量 

基準 

（mg/ｌ） 

土壌汚染

対策法 

別表第四 

土壌含有

量基準 

（mg/kg） 

四塩化炭素 0.02以下 － － 0.002以下 － 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 0.04以下 － － 0.004以下 － 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚ

ﾝ 
0.2以下 － － 0.02以下 － 

ｼｽ1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴ

ﾁﾚﾝ 
0.4以下 － － 0.04以下 － 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟ

ﾝ 
0.02以下 － － 0.002以下 － 

ｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ 0.2以下 － － 0.02以下 － 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.3以下 － － 0.03以下 － 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀ

ﾝ 
3以下 － － 1以下 － 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀ

ﾝ 
0.06以下 － － 0.006以下 － 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 0.1以下 － － 0.01以下 － 

ベンゼン 0.1以下 － － 0.01以下 － 

カドミウム 0.1以下 － － 0.01以下 150以下 

六価クロム 0.5以下 － － 0.05以下 250以下 

シアン 1以下 － － 
ｼｱﾝ化合物 

不検出*2 

遊離ｼｱﾝ 

50以下 

水銀 0.005以下 
（河川・湖沼） 

25以上 
－ 0.0005以下 15以下 

ｱﾙｷﾙ水銀  不検出*4   不検出*4  

セレン 0.1以下 － － 0.01以下 150以下 

鉛 0.1以下 － － 0.01以下 150以下 

砒素 0.1以下 － － 0.01以下 150以下 

ふっ素 15以下 － － 0.8以下 4000以下 

ほう素 － － － 1以下 4000以下 

ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾌｪﾆﾙ

(PCB) 
0.003以下 10以上 － 不検出*4 － 

チウラム 0.06以下 － － 0.006以下 － 

シマジン 0.03以下 － － 0.003以下 － 

ﾁｵﾍﾞﾝｶﾙﾌﾞ 0.2以下 － － 0.02以下 － 

有機りん*5 1以下 － － 不検出*4 － 

銅 3以下 － － － － 

亜鉛 2以下 － － － － 

ベリリウム 2.5以下 － － － － 

クロム 2以下 － － － － 

ニッケル 1.2以下 － － － － 

バナジウム 1.5以下 － － － － 

有機塩素化合

物*6 

塩素

40mg/kg

以下 

－ － － － 

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類*7 10pg以下 

 

－ 

 

（底質） 

150以下 
－ － 

（土壌）1,000

以下 

*1 基準により標記が若干異なる。 
*2 廃棄物の処理及び清掃に関する法律  
*3 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律  
*4 「不検出」とは、定められた方法により測定した場合において、その結果が当

該方法の定量限界を下回ることをいう。 
*5 パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
*6 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令別表第三の三  第二十四

号に掲げるもの 
*7 2,3,7,8-四塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性に換算した値  
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表-2 建設副産物の再資源化率等の実績8)と建設  
リサイクル推進計画20089)の目標  

 
生する廃棄物等は、廃棄物処理法や建設リサイク

ル法などに基づき適切に管理されることから、環

境保全措置の実施にあたって事後調査の必要性は

ないものと考えられる。 

6．おわりに 

 以上に述べたように、「道路環境影響評価の技

術手法」の「土壌」・「底質」・「廃棄物等」の項目

について、初版が刊行された後に関係法令、マ

ニュアル類の整備が進んだ現状を踏まえ、改定を

行ったものである。 
マニュアルの適用に当たっては、最新の法令を

確認し、適切に対応されるように留意が必要であ

る。 
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ト ・ コ ン ク
リート塊 

98% 99% 98%以上 98%以上 

b)コンクリート

塊 
96% 98% 98%以上 98%以上 

c) 建 設 発 生
木材 

38% 68% 77% 80% 

再

資
源
化

率
・
縮

減
率 

d) 建 設 発 生
木材 

83% 91% 95%以上 95%以上 

e)建設汚泥 41% 75% 82% 85% 

f) 建 設 混 合

廃棄物 
- 

(排出

量 ) 

293
万ｔ 

平成17年
度排出量

に対して
30%削減 

平成17年
度排出量

に対して
40%削減 

g) 建 設 廃 棄
物全体 

85% 92% 94% 94%以上 

有

効
利
用

率 

h) 建 設 発 生

土 
60% 80% 87% 90% 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/recycle/

